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規約変更及び役員選任に関するお知らせ 

日本ビルファンド投資法人（以下「本投資法人」という。）は、平成 27 年１月 30 日開催の本投

資法人役員会において、規約変更及び役員選任に関し、下記のとおり平成 27 年３月 12 日に開催予

定の本投資法人の第９回投資主総会に付議することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

なお、下記事項は、当該投資主総会での承認可決をもって効力を生じます。 

記 

１．規約変更について 

(1) 第１号議案 規約一部変更の件（その１） 

変更の概要及び理由は以下のとおりです。 

① 平成 25 年６月 19 日に公布された金融商品取引法等の一部を改正する法律（平成 25

年法律第 45 号、以下「金商法等の一部を改正する法律」といいます。）により、投資

信託及び投資法人に関する法律（昭和 26 年法律第 198 号、その後の改正を含みます。

以下「投信法」といいます。）が改正されたことに伴い、投資主との合意による本投

資法人の投資口の有償取得が可能となるよう、規定の新設を行うものです。（変更案 第

５条第２項） 

② 投資法人における税会不一致の問題に関して、投信法及び租税特別措置法（昭和 32

年法律第 26 号、その後の改正を含みます。）等の改正がなされた場合に備えて、本投

資法人における課税負担を軽減することを目的として利益を超えた金銭の分配を行う

ことが可能となるよう、規定の新設を行うものです。（変更案 第 14 条第２項(3)） 

③ 利益を超えた金銭の分配に関する除斥期間を３年とする旨の定めを新設するものです。

（変更案 第 14 条第４項） 

④ 投資信託及び投資法人に関する法律施行規則（平成 12年総理府令第 129 号、その後の

改正を含みます。以下「投信法施行規則」といいます。）の改正に伴い、資産を主と

して不動産等資産（投信法施行規則第 105 条第１号ヘに定めるもののうち、不動産、

不動産の賃借権、地上権又はこれらの資産のみを信託する信託の受益権をいいます。）



に対する投資として運用することを目的とする旨の規定を設けるための変更、また、

これに関連して、必要な規定の加除、表現の変更、各条項号の番号の変更等を行うも

のです。（変更案 資産運用の対象及び方針 Ⅰ、Ⅱ(1)ａ、Ⅱ(1)ｂ及びⅡ(2)）

⑤ 投資信託及び投資法人に関する法律施行令（平成 12 年政令第 480 号、その後の改正を

含みます。以下「投信法施行令」といいます。）の改正により、特定資産（投信法施

行令第３条に定めるものをいいます。）に該当する資産が追加されたことに伴い、必

要となる規定の整備を行うものです。（変更案 資産運用の対象及び方針 Ⅱ(1)ｂ⑪及

びⅡ(1)ｃ⑤） 

⑥ その他、必要な表現の変更、統一及び明確化を行うとともに、法令等の表記との整合

性の観点から、必要な字句の修正を加えるものです。（変更案 第 36 条第２項(1)及び

資産運用の対象及び方針 Ⅱ(2)③） 

(2) 第２号議案 規約一部変更の件（その２） 

変更の概要及び理由は以下のとおりです。 

本投資法人が他の投資法人との合併により、合併の相手方となる投資法人から資産を

承継する場合に備えて、運用報酬３における不動産等の取得に関して、合併に伴う承継

が含まれることを明確化するため、文言の追加を行うものです。（変更案 第 16 条(3)） 

（規約変更の詳細については、別紙添付の「第９回投資主総会招集ご通知」をご参照くだ 

さい。） 

２．役員選任について 

執行役員西川勉、監督役員平井良之、津川哲郎及び深谷豊は、平成 27 年３月 16 日をもっ

て任期満了となりますので、平成 27 年３月 12 日に開催される本投資法人の投資主総会にお

きまして、執行役員１名及び監督役員３名の選任について、議案を提出いたします。 

また、執行役員が欠けた場合又は法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、補欠執

行役員２名の選任について、議案を提出いたします。 

（1）執行役員候補者 

影山 美樹（新任） 

（2）補欠執行役員候補者 

田中 健一（重任） 

松藤 浩二（新任） 

（3）監督役員候補者 

津川 哲郎（重任） 

深谷 豊 （重任） 

後藤 計 （新任） 

（役員選任の詳細については、別紙添付の「第９回投資主総会招集ご通知」をご参照くだ  

さい。） 



３．日程 

平成 27 年１月 30 日  投資主総会提出議案承認役員会 

平成 27 年２月 19 日  投資主総会招集通知の発送（予定） 

平成 27 年３月 12 日  投資主総会開催（予定） 

以  上 

＊ 本資料の配布先：兜倶楽部、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会 

＊ 本投資法人のホームページ：http://www.nbf-m.com/nbf/ 

【別紙添付】第９回投資主総会招集ご通知 








































